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1. 調査概要
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1 調査概要
調査件名：
平成29年度専修学校実態調査における社会人学び直しに関する調査

調査期間：
2017年11月2日～11月30日（途中、未回答団体に対し督促状を送付）

調査方法：
ウェブアンケート調査（要望に応じ、紙媒体で実施）
「職業実践専門課程の実態等に関する調査研究」アンケート調査に付随して実施

調査対象、配布数／回収数／回収率及び主な項目：
種別 配布数 回収数 回収率 主な項目

職業実践専門課程
の認定学科を有する
学校

902 598 66.3% １年以上２年未満の正規課程及び２年未満の附
帯事業における社会人の受入状況
社会人の学び直しに関する課題、必要と考えられる
取組等職業実践専門課程

の認定学科を有さな
い学校

1,500 661 44.1%

※ 回収数は11月29日時点の速報値。
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2. 社会人の学び直し調査結果
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7.6

17.8

75.1

0% 20% 40% 60% 80%

受講者数の２割以上が社会人で占められて
いる１年以上２年未満の正規課程がある

受講者数の２割未満が社会人の１年以上
２年未満の正規課程がある

１年以上２年未満の正規課程はない

[N=1,259]

受講者数の２割以上が社会人で占められて
いる１年以上２年未満の正規課程がある

受講者数の２割未満が社会人の１年以上
２年未満の正規課程がある

１年以上２年未満の正規課程はない
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2.1
4.2
3.1

8.3
16.7

1.0
1.0
2.1
1.0

8.3

0% 20% 40%

情報処理
土木・建築
電気・電子

農業・園芸・畜産
看護

歯科衛生・歯科技工
柔道整復
調理・栄養
理容・美容
製菓・製パン

保育・幼児教育
社会福祉
介護福祉

経営
観光・ホテル

外国語
法律・行政

その他

[N=96]

1年以上2年未満の正規課程における社会人の受入状況は、「受講者数の2割以上が社会人で
占められている1年以上2年未満の正規課程がある」が7.6％。

図表 1年以上2年未満の正規課程における教育分野

2-１ 1年以上2年未満の正規課程における社会人の受入状況、教育分野

図表 1年以上2年未満の正規課程における社会人の受入状況
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13.9

3.7

11.8

75.5

0% 20% 40% 60% 80%

厚生労働省、都道府県等の委託訓練の指
定を受けているプログラム

企業等から受託した研修プログラム

その他のプログラム（一般向け等）

いずれも実施していない

[N=1,259]

厚生労働省、都道府県等の委託訓練の指定を
受けているプログラム
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4.5

0.9
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2.7

0.9
4.5
3.6
2.7
3.6

6.4
5.5

19.1
20.9

1.8
0.9

5.5
4.5
4.5

11.8
1.8

13.6

0% 20% 40%

情報処理
土木・建築
電気・電子
自動車整備

農業・園芸・畜産
動物
看護

柔道整復
調理・栄養
理容・美容
製菓・製パン

メイク・エステティック
保育・幼児教育

社会福祉
介護福祉
経理・簿記

経営
観光・ホテル
医療事務

服飾
外国語

法律・行政
スポーツ
その他

[N=110]

74.3

25.7

0% 20% 40% 60% 80%

受講者数の２割以上を社会人で占めている

受講者数の２割未満が社会人である

[N=148]

図表 2年未満の附帯事業の実施状況

2-2 2年未満の一般向け附帯事業における社会人の受入状況、教育分野

2年未満の附帯事業の実施状況は、「いずれも実施していない」が最も多く、次いで「委託訓練の
指定を受けているプログラム」、「その他プログラム（一般向け等）」。
一般向け附帯事業のうち、受講者数の2割以上を社会人が占めているものは74.3%。
「介護福祉」「経理・簿記」分野において、受講者数の2割以上が社会人の附帯事業が多い。

図表 附帯事業における社会人の受入状況

図表 附帯事業における教育分野
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16.0 6.7 20.7 48.0 8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

履修時間・期間[N=150]

50時間未満 50時間以上60時間未満 60時間以上120時間未満 120時間以上 かつ 2年未満 その他

2-3 2年未満の一般向け附帯事業の履修時間・期間

2年未満の一般向け附帯事業の履修時間・期間は、約7割が「60時間以上かつ2年未満」である。

図表 2年未満の一般向け附帯事業の履修時間・期間（分野別）

図表 2年未満の一般向け附帯事業の履修時間・期間

27.3

28.6

4.8

13.0

16.7

20.0

16.7

4.8

13.0

16.7

6.7

9.1

28.6

19.0

21.7

33.3

15.4

13.3

63.6

28.6

83.3

61.9

43.5

33.3

76.9

53.3

14.3

9.5

8.7

7.7

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報処理[N=11]

保育・幼児教育[N=7]

社会福祉[N=6]

介護福祉[N=21]

経理・簿記[N=23]

医療事務[N=6]

法律・行政[N=13]

その他[N=15]

50時間未満 50時間以上60時間未満 60時間以上120時間未満 120時間以上 かつ 2年未満 その他
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16.3 4.14.1 22.4 26.5 26.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講料[N=98]

10万円未満 10～30万円未満 30～50万円未満
50～100万円未満 100～150万円未満 150万円以上

図表 1年以上2年未満の正規課程の受講料（分野別）

2-4 1年以上2年未満の正規課程の受講料

1年以上2年未満の正規課程の受講料は、100万円以上が50％を越えている。

図表 1年以上2年未満の正規課程の受講料

25.0

23.8

8.3

25.0

50.0

12.5

6.7

9.5

12.5

14.3

33.3

25.0

26.7

25.0

23.8

50.0

50.0

13.3

25.0

28.6

8.3

53.3

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業・園芸・畜産[N=4]

看護[N=21]

調理・栄養[N=12]

社会福祉[N=8]

介護福祉[N=15]

その他[N=8]

10万円未満 10～30万円未満 30～50万円未満
50～100万円未満 100～150万円未満 150万円以上
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2-5 2年未満の一般向け附帯事業の受講料

2年未満の一般向け附帯事業の受講料は、「10～30万円未満」が最も多いが、分野別に差異
が見られる。

図表 2年未満の一般向け附帯事業の受講料（分野別）（60時間以上2年未満）

図表 2年未満の一般向け附帯事業の受講料（60時間以上2年未満）

60.0

75.0

25.0

28.6

10.0

40.0

68.8

14.3

50.0

20.0

42.9

41.7

20.0

25.0

80.0

7.1

8.3

20.0

7.1

30.0

20.0

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報処理[N=5]

保育・幼児教育[N=4]

社会福祉[N=5]

介護福祉[N=16]

経理・簿記[N=14]

法律・行政[N=12]

その他[N=10]

10万円未満 10～30万円未満 30～50万円未満
50～100万円未満 100～150万円未満 150万円以上

24.5 33.0 18.1 12.8 9.6 2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講料[N=94]

10万円未満 10～30万円未満 30～50万円未満
50～100万円未満 100～150万円未満 150万円以上
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図表 1年以上2年未満の正規課程における主な学修動機

2-6 1年以上2年未満の正規課程における主な学修動機

「現在の職種と異なる分野へのキャリアチェンジのため」という学修動機が最も多い。

76.0

35.4

22.9

12.5

10.4

2.1

0% 20% 40% 60% 80%

現在の職種と異なる分野へのキャリアチェンジのため

現在の職種で今後必要なスキルを身に付けるためのキャリアアップのため

現在の職種の関連分野へのキャリアチェンジのため

仕事以外で生活上の必要性を感じたため／教養を深めるため

キャリアアップ等のため現在の職場から受講を勧められたため

その他

[N=96]
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2-7 2年未満の一般向け附帯事業の学修動機

図表 2年未満の一般向け附帯事業の学修動機

「現在の職種で今後必要なスキルを身に付けるためのキャリアアップのため」という学修動機が最も多
い。

64.0

27.3

25.3

16.0

15.3

4.7

0% 20% 40% 60% 80%

現在の職種で今後必要なスキルを身に付けるためのキャリアアップのため

キャリアアップ等のため現在の職場から受講を勧められたため

現在の職種と異なる分野へのキャリアチェンジのため

仕事以外で生活上の必要性を感じたため／教養を深めるため

現在の職種の関連分野へのキャリアチェンジのため

その他

[N=150]
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図表 1年以上2年未満の正規課程における学習成果
の可視化に関する取組

2-8 学習成果の可視化に関する取組

1年以上2年未満の正規課程における学習成果の可視化に関する取組の実施状況は、「到達目
標・身に付けることのできる能力をあらかじめ設定している」が最も多く、次いで「修了に当たってはそ
の成果を確認している」。
2年未満の一般向け附帯事業における学習成果の可視化に関する取組の実施状況は、「修了に
当たってはその成果を確認している」が最も多く、次いで「到達目標・身に付けることのできる能力を
あらかじめ設定している」。

図表 2年未満の一般向け附帯事業における学習成果
の可視化に関する取組

※Nはプログラム数

89.6

62.5

2.1

0% 20% 40% 60% 80%100%

当該課程の到達目標・身に付けることの
できる能力をあらかじめ設定している

当該課程の修了に当たってはその成果を
確認している

いずれも行っていない

[N=96]

１年以上２年未満の正規課程の到達目標・
身に付けることのできる能力をあらかじめ設定し
ている

１年以上２年未満の正規課程の修了に当
たってはその成果を確認している

いずれも行っていない

62.7

66.7

8.0

0% 20% 40% 60% 80%100%

当該課程の到達目標・身に付けることの
できる能力をあらかじめ設定している

当該課程の修了に当たってはその成果を
確認している

いずれも行っていない

[N=150]

２年未満の一般向け附帯事業の到達目標・
身に付けることのできる能力をあらかじめ設定し
ている

２年未満の一般向け附帯事業の修了に当
たってはその成果を確認している

いずれも行っていない
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図表 社会人向けの課程・プログラムを運営する際の課題

3-1 社会人向けの課程・プログラムを運営する際の課題

運営する際の課題は、社会人向けの課程･プログラムを開設している学校では、「社会人向けの広
報がうまくいかない／広報の方法がわからない」が49.7％、次いで「課題と感じていることは特にな
い」が26.2％、開設していない学校では、「社会人向けの学習方法・授業時間帯へ対応できない」
が33.7％、次いで「教員や教室の確保など社会人向け講座に割り当てる資源がない」が32.6％。

49.7

26.2

25.7

18.2

16.0

7.0

4.8

1.1

0.0

8.0

28.6

22.9

23.5

32.6

33.7

9.5

8.7

3.3

2.1

6.6

0% 20% 40% 60%

社会人向けの広報がうまくいかない／広報の方法がわからない

課題と感じていることは特にない

講座を運営するに当たっての収益の見込みが立たない

教員や教室の確保など社会人向け講座に割り当てる資源がない

社会人向けの学習方法・授業時間帯（オンライン、夜間・週末等）へ対応ができない

社会人向けの応用的な教育内容へ対応ができない

社会人の学び直しのニーズが存在しないと感じている

派遣元企業等の理解を得にくい

学内の理解が得られない

その他

開設有[N=187] 開設無[N=1072]
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図表 社会人向けの課程・プログラムの促進のために必要と考えられる取組

3-2 社会人向けの課程・プログラムの促進のために必要と考えられる取組

促進のために必要と考えられる取組は、「講座開設等への経済的支援」が最も多く、次いで「社会
人の学び直しへの機運醸成」。

58.3

51.3

34.8

18.7

12.8

2.1

47.8

38.9

33.8

19.2

24.1

3.0

0% 20% 40% 60% 80%

講座開設等への経済的支援

社会人学び直しへの機運醸成

大臣認定制度の活用

企業へのインセンティブ付与

特に期待することはない

その他

開設有[N=187] 開設無[N=1072]
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図表 専門実践教育訓練給付の対象講座の有無

（参考データ） 専門実践教育訓練給付

図表 専門実践教育訓練給付の受給者数増に必要と思うこと

専門実践教育訓練給付の対象講座が存在する学校は43.8％。受給者増に必要と思うことは
「政府から受講者への制度自体の認知度向上」が49.7％、「学校やハローワークでの、受講者に
向けた効果的な周知」が48.8％。

49.7

16.3

48.8

13.0

26.5

4.2

20.5

26.6

13.4

3.2

0% 20% 40% 60%

政府から受講者（受講希望者）への制度自体の認知度向上

政府から講座提供事業者への制度自体の認知度向上

学校やハローワークでの、受講者（受講希望者）に向けた効果的な周知

就職実績や夜間講座の開講等社会人にとって魅力のある講座の開発

制度改正による給付率の上昇

制度改正による制度利用間隔の短縮

指定基準の緩和による講座数の増加

講座申請手続の簡略化による講座数の増加

特に必要だと思うものはない

その他

[N=1,259]

43.8 56.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=1,259]

対象講座が存在する 対象講座が存在しない
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図表 一般教育訓練給付の対象講座の有無

（参考データ） 一般教育訓練給付

図表 一般教育訓練給付の受給者数増に必要と思うこと

専門実践教育訓練給付の対象講座が存在する学校は17.2％。受給者増に必要と思うことは
「政府から受講者への制度自体の認知度向上」が44.4％、「学校やハローワークでの、受講者に
向けた効果的な周知」が40.7％。

44.4

17.7

40.7

12.1

25.7

4.8

17.7

24.6

21.0

2.2

0% 20% 40% 60%

政府による制度自体の受講者（受講希望者）への認知度向上

政府による制度自体の講座提供事業者への認知度向上

学校やハローワークでの受講者（受講希望者）に向けた効果的な周知

就職実績や夜間講座の開講等社会人にとって魅力のある講座の開発

制度改正による給付率の上昇

制度改正による制度利用間隔の短縮

指定基準の緩和による講座数の増加

講座申請手続の簡略化による講座数の増加

特に必要だと思うものはない

その他

[N=1,259]

17.2 82.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=1,259]

対象講座が存在する 対象講座が存在しない
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図表 履修証明制度を活用しているプログラム

（参考データ） 履修証明制度を活用しているプログラム

3.5 96.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[N=1,259]

はい いいえ

履修証明制度を活用したプログラムを持っている学校は3.5％。


